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序文 

 

国際協力機構はベトナム国の要請に基づき、同国の海事高等教育向上にかかる技術プロ
ジェクトを平成 13 年 10 月から3 年間にわたり実施してきました。当機構は、本技術協力の
成果や協力の評価を行うとともに、今後の本事業に対するフォローアップの必要性を検討
することを目的として、平成 16 年 6 月 6 日～19 日まで、国際協力機構調査役 不破雅実
を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました。 

本報告書は、同調査団による現地調査結果、並びにベトナム側政府関係者との協議結果
をまとめたものです。 

この報告書が、今後の協力の更なる発展のための指針となるとともに、本技術協力により
達成された成果が、ベトナム国の高等海事教育向上に寄与することを祈念いたします。 

本調査の実施に際し、ご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を
表します。 

 

平成 16 年 11 月 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

 理事 松岡 和久 
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第1章 終了時評価の派遣 

1.1 調査団派遣の経緯と目的 

ベトナム国における海上輸送は過去 10 年間に年平均 10%の増加を続けており、そのため
2005 年には必要とされる船員が 18,000 人と見込まれるなど、着実に船員需要が増えている。
一方、1995 年に改正された「船員の訓練及び資格証明ならびに当直の基準に関する国際条
約」（STCW95 条約）の規定により、船員教育訓練には、船舶設備の近代化、安全性の確保等
に対応できる海事訓練が義務付けられているが、同国のベトナム海事大学では教育機材の老
朽化や不足等により国際水準を満たした海事訓練の実施が困難になっている。 

そのため、ベトナム政府は国際水準を満たす技術レベルまでベトナム海事大学の機能を向上
させることを目的に、1998 年に技術協力を要請し、これに応え、2001 年 10 月より3 年間の技
術協力をベトナム海事大学（VIMARU）1にて行っている。 

2003 年 6 月には、運営指導調査団が派遣され、プロジェクトの進捗状況の調査、運営方針の
確認、修正点に関する提言を行ったところである。 

今般、協力期間が、残り約 3 ヶ月となったころから、プロジェクト終了にあたって本プロジェクト
の活動実績、投入実績、計画達成度を調査･確認するとともに、評価５項目による評価を行っ
て、本プロジェクトの目標達成度、妥当性、自立発展性等を検証し、日本側、ベトナム側関係
機関の双方に対して必要な提言を行うため、終了時評価調査団を派遣した。 

1.2 調査団の構成 

氏名 担当分野 所属 日程 
不破 雅実 
Masami 
FUWA 

総括 
Leader 

国際協力機構 社会開発部 調査役 
Senior Assistant to the Director General, 
Social Development Department, JICA 

6/13 - 6/19 

遠藤 真 
Makoto  
ENDO 

航海  
Navigation 

富山商船高専 教授 
Professor  
Department of Maritime Technology,  
Toyama National College 
of Maritime Technology 

6/13 - 6/19 

福岡 俊道 
Toshimichi 
FUKUOKA 

機関 
Marine Engineering 

神戸大学 海事科学部 教授 
Professor 
Faculty of Maritime Sciences 
KOBE University 

6/13 - 6/19 

寺尾 豊光 
Toyomitsu 
TERAO 

評価分析 
Evaluation Analysis 

水産エンジニアリング（株） 
技術副主任部員 
Staff Engineer 
Fisheries Engineering Co., Ltd. 

6/6 - 6/19 

 

                                                      
1 VIMARU：Vietnam Maritime University、ベトナム海事大学 
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1.3 終了時評価の方法 

(1) 評価調査の手順 

日本側は、本調査団とプロジェクト派遣の３専門家（阪本敏章（チーフアドバイザー/航海）、
崎村浩一（機関）、勝俣裕二（業務調整））で日本側評価チームを構成して、ベトナム側の
下記メンバーからなる評価チームとともに合同評価を行い、評価結果をミニッツに取りまと
めて、両国政府機関に報告した。 

交通運輸省関係者 

1. Dr. Tran Doan Tho（交通運輸省副大臣／合同調整委員会議長） 

 Vice Minister/Chairperson of JSCM2 

2. Mr. Tran Duc Hai（計画投資局副局長）＊ミニッツ署名者 

 Deputy Director General, Planning and Investment Department 

3. Mr. Khuat Minh Tuan（組織人事労働局副局長） 

 Deputy Director General, Organizing, Personnel and Labour Department) 

4. Mr. Nguyen Tuong（国際関係局副局長） 

 Deputy Director General, International Relations Department) 

5. Mr. Do Duc Hinh（科学技術局上級専門官） 

 Senior Expert, Scientific & Technology Department 

6. Mr. Tran Bao Ngoc（組織人事労働局上級専門官） 

 Senior Expert, Organization, Personnel and Labour Department) 

7. Mr. Bui Thien Thu（国際関係局上級専門官） 

 Senior Expert, International Relations Department  

8.  Mrs. Nguyen Thanh Hang（計画投資局上級専門官） 

 Expert, Planning and Investment Department 

ベトナム海事大学 

9. Dr. Dang Van Uy （学長/当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ）＊ミニッツ署名者 

  Rector/Project Manager 

10. Mr. Pham Xuan Duong（国際関係部長） 

  Manager of International Relations Department 
 

(2) 評価調査の手順 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づき、その各項目に基づいて、投入、活動
実績、成果などの計画達成度を把握する。その上で、プロジェクト・サイクル・マネージメン
ト（PCM）手法の評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点か
ら評価を行った。 

現地では、質問表とアンケート調査票を現地調査に先立って配布し、現地調査の前半に
回答を得た。また調査の途中で必要が生じた事項について質問表を追加し、これについ
ても回答を得た。航海学部、機関学部、再訓練センター（MTC）3及び管理部門のカウンタ
ーパートならびに長期専門家に対し、ヒアリング調査を行った。加えて VINIC（大学が経
営する船員就職斡旋会社）及び VOSCO（商船会社）に対してヒアリング調査を行った。他
に長期専門家が作成したプロジェクト実績などの関連情報を得た。 

                                                      
2 JSCM： Joint Steering Committee Meeting、合同調整委員会 
3 MTC：Maritime Technical College、海運訓練センター 
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以上の情報に基づいて、本計画の投入、活動、成果およびプロジェクト目標の達成状況
を事実関係として取りまとめ、次いで、以下のような基準に基づいて 5 項目評価による分
析を行った。詳細結果を付属資料 12 の評価グリッドに要約した。 

1) 妥当性：国家レベルの優先開発施策および JICA の国別・セクター別援助方針に対
して、本計画の上位目的とプロジェクト目的はどの程度合致しているか。 
格付け： 高い、やや高い、普通、低い 

2) 有効性：プロジェクト目的の達成状況あるいは達成状況の見込み。プロジェクト目的
達成上、各成果が果たした相対的な寄与も考慮。 
格付け： 高い、やや高い、普通、低い 

3) 効率性：成果と投入の達成状況あるいは達成状況の見込み。成果を醸成する上で
投入が活用された程度も考慮。 
格付け： 高い、やや高い、普通、低い 

4) インパクト：本計画実施に伴う正または負の影響の程度。 
格付け： 影響大、やや大きい、やや小さい、影響小 

5) 自立発展性：様々なリスクに対するプロジェクト便益の持続可能性。 
格付け： 高く見込まれる、見込まれる、見込まれない 

1.4 評価用 PDM について 

2000 年７月に本計画に係る短期調査が実施された時に、VIMARU、VINAMRINE4、及び船
会社から参加者 25 名を得て 2 日間にわたりワークショップが開かれ、PCM 手法による問題分
析が行われた。その結果に基づいて、2000 年 8 月に本計画のデザイン・マトリックスの初案が
作成され、その後引き続き派遣された実施協議調査団及び 2003 年 6 月の運営指導調査団に
よりPDM の部分的な改訂が行われた。本終了時評価調査では、事前の検討の結果、2003 年
6 月 26 日に改訂されたPDM（ミニッツ付属資料 1）をそのまま終了時評価に用いることにした。 

 
 
 

                                                      
4 VINAMARINE：Vietnam National Maritime Bureau、ベトナム海事局 
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第2章 プロジェクトの経緯 

2.1 プロジェクトの成立と経緯 

ベトナム国における海上輸送は過去 10 年間に年平均 10%の増加を続けており、そのため 2005 年
には必要とされる船員が 18,000 人と見込まれるなど、着実に船員需要が増えている。一方、国際条
約 STCW95 の求めるところにより、船員養成機関に対して船舶設備の近代化、安全性の確保等に
対応できる海事訓練が義務付けられているが、同国のベトナム海事大学では教育機材の老朽化や
不足等により、国際条約の要件を満たす海事訓練の実施が困難となっていた。そのためベトナム政
府は求められる技術レベルまでベトナム海事大学の教育能力を向上させることを目的に、1998 年に
本ベトナム高等海事教育向上計画に係る技術協力を要請するに至った。要請に対し、2000 年に短
期調査団及び 2001 年に実施協議調査団が派遣された。これらの調査の結果として、2001 年 10 月
から2004 年 9 月までの 3 年間を実施期間とする本計画が実施されることとなった。 

2.2 プロジェクトの目標・活動計画・投入計画 

2.2.1 プロジェクト目標の指すところ 

2000 年 6 月に短期調査が実施された時に、PCM 手法により問題分析が行われた。その際に
ワークショップ参加者は、中心問題を「卒業生および船員の資質が国際的要件（international 
requirements）を必ずしも満たしていない」と設定している。その後数回にわたるPDM 改訂によ
り幾分か表現は変更されたが、事前調査で指摘された「国際的要件」への対応は現在に至る
まで本計画の主要課題となっている。事前調査の問題分析において同時に取り上げられた主
な問題には、外航船会社におけるベトナム国籍船員の雇用が低調であること、海難事故の増
加、および船舶の非能率的運航などがあった。 

船員が国際標準を満たしていないことと、外国籍船におけるベトナム国籍船員の雇用が低調
であることは表裏一体を成す問題である。次表に示されるように、外国船籍船に乗り組む
ASEAN諸国の船員数を比較すると、ベトナム国籍の船員数は上位のフィリピンやインドネシア
よりも一桁低い。島嶼国と大陸国とでは海運業に携わる労働人口に元々差があったことが影
響しているが、各国で養成機関が整備されつつある現状では、国際船員市場における競争力
の差として認識しなければならない状況にある。 

表 2-1 外国船籍船に乗船するASEAN 諸国の船員数（人） 

年次 1995 年 2000 年 
区分 士官 部員 士官 部員 

Philippines 49,430 195,352 52,089 241,129 
Indonesia 15,500 68,000 16,334 83,934 
Myanmar 5,104 10,520 5,499 10,308 
Malaysia 4,244 8,447: 4,451 10,426 
Vietnam 3,500 9,000 3,688 11,109 

Thailand 1,200 2,600 1,265 3,209 
Singapore 647 534 682 659 

出典：国交省、2004 年 
 

以上から国際標準が船員市場で競合し得る資質を指すことは明らかであるが、前述の短期調
査の結果に基づいて作成されたプロジェクト・ドキュメントあるいは実施協議調査報告書では、
国際標準の具体的な内容を与えていない。プロジェクト目標で求められているだけに、国際標
準が指す船員の資質が何であるか検討し、PDM の表中に詳述することが無理であれば、プロ
ジェクト・ドキュメントのどこかで補足説明が欲しいところであった。 
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2.2.2 活動とカウンターパートの投入 

本計画の活動を担う中核的なカウンターパートは年齢層の若い教官で占められている。
VIMARU では副学長以下の教官には執務室が与えられていないので、一般の教官はいわ
ば全員非常勤講師に近い処遇を受けている。また副業として定期的に船会社での乗船勤務
に就き、勤務が終われば大学に戻ってくる。その間は教官勤務が休業状態となる。ただし職業
として大学の教官は社会的地位が高いと言われ、転職する者は事実少ないようである。このよ
うに本計画のカウンターパートには、ワーク･ホースとして浮動的な要素と安定的な要素を持っ
ていた。事前にこの事態を問題視していれば、有効かつ実施可能な対策を講じることができた
可能性がある。 

活動はカウンターパートが担う事項と学部の教官全体が担う事項から構成されている。また履
修科目の範囲で言うと、カウンターパートが担当している科目は全体の一部に過ぎない。活動
の範囲と技術移転の主対象に異なる部分があること自体には、特に不都合がないとしても、プ
ロジェクトを設計する際には、そのような相違への配慮が求められる点があると考えられる。例
えば、本計画には、カウンターパートか学部全体か、誰を相手にすべきか判断が難しい活動
が一部含まれている。 
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第3章 プロジェクトの達成状況 

3.1 投入 

3.1.1 日本側の投入 

(1) 長期専門家 

チーフ・アドバイザー/航海、機関、業務調整の分野で、長期専門家 3 人がプロジェクト期
間を通して実施機関に配属された。延べ 107 人月が投入された。派遣分野、員数とも当
初の計画内容に沿ったものであることが確認できた。カウンターパートへのアンケートの結
果によれば、長期専門家の専門性・経験及びコミュニケーション能力は「適切」と回答した
者がほとんどであった。 

(2) 短期専門家 

合計12人の短期専門家が以下の分野に派遣された。GMDSS訓練2 名、海事研究 1 名、
機関室シミュレータ1 名、海事研究/機関 2 名、海事研究/航海 2 名、主配電盤シミュレー
タ1 名、シミュレータ訓練 1 名、蒸気タービン試験/海事研究 1 名、操船訓練 1 名。 延べ
8。5 ヶ人月が投入された。計画では、航海、機関、海事研究、シミュレータ・システム等の
分野で短期専門家を派遣することとなっており、計画に沿って派遣が行われたことが確認
できる。アンケート結果によれば、短期専門家の専門性・経験は全員が「適切」と回答して
いるが、コミュニケーション能力については、「ほぼ適切」とする回答数が「適切」とする回
答数を越えた。 

(3) 機材供給 

本計画によりシミュレータ及び他の海事教育訓練機材が供与された。供与機材の総計額
は 3 億 575 万円であった。詳細内容をミニッツ付属資料 4 に示す。主な供与機材はいず
れも専用の設置場所が確保されており、また保守維持の程度は良い。使用頻度が劣るも
のは見受けられない。 

(4) 日本におけるカウンターパート研修 

プロジェクト・カウンターパート13 人が日本の関連学術機関で研修を受講した。延べ人月
は 16。8 人月であった。研修受講科目は、海事教育制度、プロジェクト管理(PCM)、乗船
訓練、シミュレータ訓練、海上運輸の研究、機関室シミュレータの研究及び現職船員の訓
練であった。 

(5) プロジェクト運営経費の補填、講義実習に対する人的支援 

専門家の一般現地活動経費として、2004 年度第 1 四半期までに 20、039、000 円が支出
されたが、プロジェクトの経常的運営のためにJICA によって補填された経費は生じていな
い。供与機材（特にシミュレータ）の部品購入と機器の調整に一部支出されているが、これ
は機器本体の初期調整の範囲に留まる。すなわち、プロジェクト終了後も発生するような
経費に対して補填はなされていない。供与機材の据付け工事費を含め、プロジェクト運営
経費は全て VIMARU によって負担された。 

3.1.2 ベトナム側の投入 

(1) プロジェクト・カウンターパートの配置 

2004 年 6 月現在、合計 23 人の教官と管理部門等の要員がプロジェクト・カウンターパート
として配属されている。プロジェクト全期間で言うと、延べ 36 人がカウンターパートを勤め
ている。中途で異動した理由は海外留学が多い。次いで乗船勤務である（ミニッツ付属資
料 7）。中核となるカウンターパートは航海・機関両学部で 7 から8 名と言われる。これら中
心的なカウンターパートは毎週行われる専門家とのミーティングに毎回出席している。 
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(2) 航海学部、機関学部、再訓練センター（MTC）の教官 

関係学部への教官の配置は、本計画の投入に明示的に含まれていないが、当然ながら
講義演習を担う教官陣を適切に配置することは、成果とプロジェクト目標達成の上で必須
の条件である。次表で示されるように、教官定員数の内約 30%～40%が副業である乗船
勤務（大学の勤務ではなく商船での勤務）のために常に欠員状態となっている。 

なお、教官定員数については、学生数 25 名に対し教官 1 名を確保できるガイドラインが
存在している。座学の場合はクラス編成を25 名とすることは一般に妥当な範囲にあると考
えられるが、実習の場合は教官あるいは助手 1 名に対し5 名前後に抑えたいところである。
ヒアリング調査の結果によれば、機関学部の修理実習では一度に12 名を担当しなければ
ならない、実習担当の教官・助手数を 2 倍に増やすべきとの声も聞かれた。次の表は教
官数と学生数の比較を示す。第 1 学年と第 2 学年の学生は教養科目を履修しており、以
下には教養課程の教官数は含まれていないこと、また履修科目によって教官数が異なる
ことから、単純な比較はできないが、実際に稼動している教官数は平均するとガイドライン
を上回っていること、すなわち数字の上では教官不足であることが示される。 

表 3-1 航海学部と機関学部の教官数と学生数（2004 年 5 月 31 日現在） 

区分 教官数 学生数 学生/教官 
在籍 76 名 17.0 

航海学部 
稼動 43 名 

1,289 
30.0 

在籍 47 名 23.8 
機関学部 

稼動 32 名 
1,117 

34.9 
出典：長期専門家調査資料、VIMARU 
備考：在籍員数と実際の稼動員数の差は乗船中の員数を示す。 

 

今のところ、以上の欠員は講義実習を維持する上で障害を与えていないと言われる。専
門家も同様な見解を取っている。しかしながら、近年見られる新入学者の増加が将来もさ
らに続く場合は、教育の質を保持し得るか疑問が生じる。 

(3) 施設メンテナンスと拡張 

本計画により供与されたシミュレータ及び他の訓練機器を設置するために必要な各室の
改修工事は VIMARU によって行われた。改修工事には、空調装置、乾燥器、電源安定
装置及び一切の事務用備品類が含まれている。改修工事に際し、ベトナム側が準備した
機材の詳細内容はミニッツ付属資料 9 に示すとおりである。 

(4) プロジェクト運営経費 

本計画実施の初期段階で、合計 38 億 VND の運営予算がベトナム政府により準備された。 
2001 年から2003 年までの間に、18 億 5000 万 VND が上記の改修工事、電気水道料金、
燃料費、輸送、修繕、翻訳及び諸手当として支出された。残額(19 億 5000 万 VND)は
2004 年中のプロジェクト期間中における運営経費及びプロジェクト終了時点以降の運営
に当てられる。支出内訳をミニッツ付属資料 8 に示した。 

3.2 プロジェクト活動 

3.2.1 プロジェクト実施体制の構築 

(1) 合同委員会（JSC）および運営委員会（EC）の設置 

本計画の実施体制を管理する機関として、合同委員会（JSC）及び運営委員会（EC）を設
けることが R/D に示されている。両委員会とも本計画の初期段階で組織されている。JSC
は毎年開催されることになっており、これまでに 2002 年 4 月、2003 年 6 月、2004 年 6 月
と、三回開催された。EC は都合 8 回開催されている。 
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(2) 適格者の配置、業務分掌の明確化 

2004 年 6 月現在、プロジェクト・カウンターパートとして、管理部門 4 名（直接の管理担当
は国際関係部長）、航海学部 8 名、機関学部 7 名及び再訓練センター4 名が配属されて
いる。プロジェクト全期間を通して、10 名余が途中で海外留学等のためにカウンターパー
トから異動している。各部門とも専門家と毎週ミーティングが持たれ、担当業務の進捗状
況と計画の見通しが検討されている。中心的なカウンターパートは若手教官が多く、研究
彙報への論文掲載が多いなど、活動的な仕事を行っている。ただし副学部長より下位の
教官には執務室がなく、また勤務形態も非常勤であるため、執務環境は良いとは言えな
い。本計画では、カウンターパート用に作業部屋を確保するなど、可能な範囲で執務環
境の改善が行われている。 

(3) モニタリング・評価システムの確立と実施 

本計画実施に係るモニタリング及び評価は EC に報告され、その結果は同委員会におい
て検討された。検討内容の詳細は議事録として記録され、活動のモニタリング結果は議
事録と共に定期報告書によりJICA に報告されている。なお、本終了時評価調査では、カ
ウンターパートの能力査定資料を求めたが、資料作成を可能とするに足る基礎情報は記
録されていなかった。これは、当初からそのような資料を作成する業務が本計画には含ま
れていなかっためである。 

(4) 定期広報誌の発行 

広報誌の定期発行に係る本活動は、2003 年の JICA 運営指導調査団の指導によって追
加された。ニューズレターはこれまでに 7 回出版されており、関係行政機関と研究所に配
布されている。 

3.2.2 航海学部の教育訓練 

(1) 航海学部におけるカリキュラムの見直しと改善 

1) 既存カリキュラムと教育手法の分析 
2001 年 10 月に開始し2003 年 2 月に終了したと報告されている。ここで言うカリキュ
ラムの分析とは、VIMARU の関連教育の履修体系が国際条約 STCW95 への対応が
なされているか確認する作業が主となっている。STCW95 が求める職務能力の訓練
内容に指針を与えるため IMO（国際海事機関）ではクラスや分野別にモデルコース
（図書）を提供している。対応の確認は IMO モデルコースと既存のシラバスを一件毎
に比較する作業により行われた。なお、事実上の作業経過としては、分析、その結果
必要と認められた改訂作業、関連教材の作成は同時併行で行われた。 

2) STCW95 に則ったカリキュラム・教育方法の改善 
検討の結果、カリキュラム（履修時間数）は改訂の必要を認めなかったと言われる。こ
れは、VIMARU の該当科目のカリキュラムが IMO モデルコースで設定している時間
数を事実上上回っていたことによる。STCW95 に従って、シラバス（講義概要）の一部
改訂が 2002 年 1 月から始められた。2002 年 7 月からは対象科目について全面改訂
に着手し、暫定案を2003 年 6 月に作成した。その後見直しを行って 2004 年 2 月に
最終改訂版を完成した。本計画でシラバスを改訂した履修科目はミニッツ付属資料
10 に示されるとおりである。最終改訂版が作成されるまでに 20 ヶ月余を要したことに
留意したい。機関学部でもほぼ同様な月数を要している。モデルコースと既存シラバ
スを一件毎に比較する作業は、カウンターパート以外の教官も参加する必要があり、
手間のかかる作業であったこと、加えて改訂さらに関連教材作成が同時に進められ
たこと（妥当な方法と考えられる）が時間を要した理由となっている。 

3) 視聴覚機材導入と教育手法の向上 
2002 年 5 月までに視聴覚機材とビデオ用教材の供与が完了した。その後講義と実
習に適用されている。プロジェクターを中心とする視聴覚機材の導入は、図表類の作
成準備、講義中の提示手段など、関係学部の教育手法を大きく変えたと言われる。 
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4) 新カリキュラムに必要な教材の開発 
2002 年 1 月から2004 年 3 月の間に、海事分野参考図書とIMO モデルコース図書
の供与が行われた。これらの図書に基いて、各種教材と教科書が立案・作成された。
教材及び教科書の作成は、シラバス改訂作業と併行して進められ、2004 年 3 月まで
にほぼ完成を見た。デジタル化された教材の作成は、カウンターパートにより持続的
に続けられていると報告されている。 

(2) レーダ/ARPA5・GMDSS6シミュレータ支援教育訓練カリキュラムの導入 

1) シミュレータ及びその他周辺機器の設置 
2002 年 7 月に、レーダ/ARPA シミュレータ 3 基、GMDSS シミュレータ 5 基が
VIMARU 構内施設に設置された。 

2) シミュレータ支援教育訓練に対応する既存カリキュラムの改善 
シラバス改訂はシミュレータ設置の時に始まり、暫定案が 2003 年 6 月に作成された。
その後見直しが行われ、最終版は 2004 年 2 月に完成した。 

3) シミュレータ支援教育訓練に対応する新カリキュラムの導入 
新シラバスは 2002 年 10 月から試行ベースで適用され、2003 年 10 月から全面的に
適用し、その後現在に至っている。 

4) シミュレータ支援教育訓練評価基準の開発 
2003 年 7 月にシミュレータ訓練評価シートの作成が始めら、2004 年 3 月に完成した。
現在では、当該シートに基づいた評価が実習に適用されている。 

5) シミュレータ支援教育訓練指導教官の育成 
2002 年 7 月の設置以来、関係教官とインストラクターに対する訓練が実施されてきた。
航海学部でシミュレータ訓練を担当する者は 8 名である。 

6) シミュレータの管理、運転、修理要員の育成 
職員 3 人がシミュレータ管理、4 名が操作、及び 3 名が保守に当っている。これら要
員に対する訓練は上記 e)に示したように実施された。 

7) シミュレータ支援教育訓練の実施 
新シラバスの導入に伴い、2002 年 10 月から試行ベースでシミュレータ支援教育訓練
が実施され、2003 年 10 月から全面的に実施された。 

3.2.3 機関学部の教育訓練 

(1) 機関学部のカリキュラムの見直しと改善 

1) 既存カリキュラム・教育手法の分析 
2001 年 10 月に開始し2003 年 3 月に終了した。シラバスの見直しと改訂に伴う作業
の過程は、作業の終了時期に一部違いが見られるものの、基本的には航海学部で
行われたものと同じであった。 

2) STCW95 に則ったカリキュラム・教育方法の改善 
検討の結果、機関学部でもカリキュラムは改訂の必要を認められなかった。STCW95
に従って、シラバスの改訂は 2002 年 7 月から始められ、暫定案を 2003 年 8 月に完
成した。その後見直しが行われ 2004 年 1 月に完了した。 

                                                      
5 ARPA：Automatic Radar Plotting Aid、レーダー及び自動衝突予防援助装置 
6 GMDSS：Global Maritime Distress and Safety System、全世界的海上遭難安全システム 
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3) 視聴覚機材導入と教育手法の向上 
2002 年 5 月までに視聴覚機材とビデオ用教材の供与が完了。以上は講義と実習に
適用されている。航海学部と同様に、プロジェクター等の視聴覚機材の導入により、
教育手法が大きく変わったと言われる。 

4) 新カリキュラムに必要な教材の開発 
海事分野参考図書等に基いて、各種教材と教科書が立案・作成された過程は航海
学部と同様である。教材及び教科書の作成は、シラバス改訂作業と併行して進めら
れ、2004 年 2 月までにほぼ完成を見た。デジタル化した教材は、カウンターパートに
より持続的に作成されていると言われる。 

(2) 機関室シミュレータ支援教育訓練カリキュラムの導入 

1) シミュレータ及び周辺機器の設置 
2002 年 7 月に機関室シミュレータ（訓練生用端末機 48 台、24 人用。他に教官用端
末機を含む）が VIMARU 構内施設に設置された。 

2) シミュレータ支援教育訓練に対応する既存カリキュラムの改善 
シラバス改訂はシミュレータ設置の時に始まり、暫定案が 2003 年 8 月に作成された。
その後見直しが行われ、最終版が 2004 年 1 月に完成した。 

 

3) シミュレータ支援教育訓練に対応する新カリキュラムの導入 
新シラバスは 2002 年 10 月から試行ベースで適用され、2003 年 10 月に全面的に適
用し、その後現在に至っている。 

4) シミュレータ支援教育訓練評価基準の開発 
2003 年 7 月にシミュレータ訓練評価シートの作成が始めら、2004 年 3 月に完成した。
現在では、当該シートに基づいた評価が実習に適用されている。 

5) シミュレータ支援教育訓練指導教官の育成 
2000 年 7 月の設置以来、関係教官とインストラクターに対する訓練が実施されてきた。
機関学部でシミュレータ訓練を担当する者は 6 名である。 

6) シミュレータの管理、運転、修理要員の育成 
職員 3 人がシミュレータ管理、3 名が操作、及び 2 名が保守に当っている。これら要
員に対する訓練は上記 5)に示したように実施された。 

7) シミュレータ支援教育訓練の実施 
新シラバスの導入に伴い、2002 年 10 月から試行ベースでシミュレータ支援教育訓練
が実施され、2003 年 10 月から全面的に実施された。 

3.2.4 再訓練コースの教育訓練 

(1) 現職船員の再訓練コースにおけるカリキュラムの見直しと改善 

1) MTC 既存カリキュラム・教育手法の分析 
本活動は、2003 年 7 月から開始された。2003 年 6 月までは学部レベルの教育課程
に係る履修科目の見直しとシラバス改訂が優先して行われていた。MTC 再訓練コー
スに係るカリキュラム及びシラバスの見直しと改訂に伴う作業の過程は、航海・機関学
部で行われた手順と同じである。すなわち、カウンターパート以外の教官の参加を得
る必要がある等、手間のかかる過程が含まれている。 



ベトナム高等海事教育向上計画プロジェクト 
終了時評価報告書 

 11

2) STCW95 に則ったカリキュラム・教育方法の改善・追加 
再訓練コースのシラバス改訂は、既存シラバスの見直しと同時（2003 年 7 月）に開始
された。再訓練コース用シラバスは、機関については2004 年 3 月に完成しているが、
航海については評価調査時点ではまだ終わっておらず、2004 年 6 月中に完成予定
と報告されている。 

3) 視聴覚機材導入と教育手法の向上 
2004 年 3 月に MTC にも視聴覚機材が供与された。学部レベルでは、視聴覚機材を
用いた教育に相当な成功が見られており、MTC のコースに対しても、学部での手法
と経験が適用されている。 

4) 新カリキュラムに必要な教材の開発 
航海・機関両学部で取られた教材作成の手順と同様な手順が MTC 再訓練コースで
も適用されている。 

(2) シミュレータ支援教育訓練カリキュラムの再訓練コースへの導入 

1) シミュレータ支援教育訓練に対応する既存カリキュラムの改善 
レーダ/ARPA シミュレータ、GMDSS シミュレータ、機関室シミュレータを用いた訓練
課程のためにシラバス改訂を行う一方で、MTC にシミュレータ支援訓練が導入され
た。 

2) シミュレータ支援教育訓練に対応する新カリキュラムの導入 
2004 年 6 月の評価調査時点では、改訂シラバスの導入が進行中である。シラバスの
改訂はなお完了していないが、プロジェクト終了時までに完了する見込みである。 

3) シミュレータ支援教育訓練評価基準の開発 
シミュレータ支援によるMTC 訓練コースの評価基準はまだ完成していない。プロジェ
クト終了時までに完了すると報告されている。 

4) シミュレータ支援教育訓練指導教官の育成 
MTC におけるシミュレータ訓練は両学部の教官が担当している。各 6 人のインストラ
クターが MTC の航海コースと機関コースを担当している。 

5) シミュレータ支援教育訓練の実施 
改訂シラバスが準備中のため、評価調査時点では MTC におけるシミュレータ支援訓
練は試行ベースで行われているとのことであった。 

3.2.5 研究活動 

(1) 従前の研究成果の見直し 

2002 年 7 月までに、VIMARU における過去の研究成果の検討が終わったと言われる。 

(2) 研究者に対する助言 

助言に係る活動は 2002 年 1 月に始められ、現在まで続いている。海事研究分野で 6 人
の短期専門家を受け入れているが、これらの専門家によっても研究分野の活動に対する
助言が行われている。 

(3) 研究活動促進のためワークショップ開催 

海事研究分野の短期専門家 （6 回）が派遣された時に併せて、毎回ワークショップが開
催された。また、両学部それぞれで毎年一回研究成果の発表が行われている。さらに、両
学部の各学科では年に二回研究発表が行われている。 
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(4) 新分野の研究着手 

研究成果の刊行はこれまでに3 回行われた。これらの研究彙報によりVIMARU の教官が
行う研究の課題を見ることができる。例を挙げると、航海・舶用機関分野では、ディーゼル
エンジンの給排気システム、ガリレオ開発計画、船上の緊急事態と解決、貨物損失の際
に必要な証拠書類の要件及び非線形オブジェクトのファジー制御装置等が挙げられる。 

(5) 海事研究に必要な図書の整備 

2004 年 3 月までに、海事分野の参考図書 427 冊が供与された。 

(6) 日本の海事関係機関への研究者派遣 

カウンターパート研修事業によって、これまでに 13 人の要員が日本の海事分野教育研究
機関に派遣されている。 

(7) 海事学会等関連機関における研究成果の発表 

• 機関室シミュレータ支援教育訓練に関する研究論文、日本マリンエンジニアリング学
会、海技大学教授との共著 

• ベトナム国海事教育訓練序論、アジア航海学会 (ANC)7、2003 年 9 月 

• 国際海事教育者協会(IMLA)8 での発表、予定 

(8) 研究活動数件の組織化 

2003 年 11 月以降、VIMARU の研究彙報による研究成果の発表が 3 ヶ月毎に一回行わ
れた。この研究彙報は現在までに計 3 回発刊されている。「研究活動数件の組織化」に係
るプロジェクト活動は、以上が主たるものとして報告されている。英語版 PDM では研究活
動を”organize”することを求めているが、元々の日本語版では「取りまとめる」ことを求めて
いる。両者では意味合いが違うようであるが、いずれにしても、研究に伴う活動は、研究課
題の特定、研究者の獲得・育成、研究予算の配布等、研究体制の整備に伴う複数の活動
から構成されると考えられる。本活動がそのような視野のものを求めていなかったことは、
組織化を「数件」に限定していることから明らかである。 

3.2.6 外国海事関連機関との情報交流 

(1) 学術交流の支援 

外国の海事関係機関との学術・技術交流を拡大することが本活動の目的である。これま
でに行われてきた交流を以下に示す。 

• トルコ海事訓練プロジェクトとの交流、2003 年 11 月 

• IMLA 及び ANC に対する研究成果の発表、3 回 

• 英国航海学会（NI）9及び国際海事大学協会(IAMU)10への加盟 

• 短期専門家による日本の海事研究に関する紹介 

(2) 国外海事関係機関への職員派遣 

カウンターパート研修の際に、要員 13 人が日本の海事研究機関と情報交換を行うことが
できた。これに加えて、日本への留学生 1 名及び世界海事大学(WMU)11への留学生 1
名を派遣するに際し支援が行われた。 

3.3 プロジェクト成果 

                                                      
7 ANC：Asia Navigation Conference、アジア航海学会 
8 IMLA：Intemational Maritime Lectures Association、?国際海事教育者協会 
9 NI：The Nautical Institute、英国航海学会 
10 IAMU：International Association of Maritime Universities、国際海事大学協会 
11 WMU：World Maritime University、世界海事大学 
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成果-1 プロジェクト実施体制が構築される 
確認指標 結果 
合同委員会が設置され、
同委員会によりプロジェク
トの円滑な運営が支援さ
れる 

合同委員会（JSC）及び運営委員会（EC）の両委員会が、本計画の
初期段階で組織されており、JSC（2002 年 4 月、2003 年 6 月と、二回
開催）並びに EC（8 回開催）を通じて、本計画の運営管理が行われ
た。 

計画どおり十分な人員が
配置される 

2004 年 6 月現在プロジェクト・カウンターパートとして、国際関係部 
(管理部門) 4 名、航海学部 8 名、機関学部 7 名及び再訓練センタ
ー4 名の人員が割り当てられている。配置員数は十分と考えられる。 

適格者に明確な形で業務
分掌が行われる 

カウンターパートの TOR12は準備されていないが、担当業務事項は
運営委員会（EC）と専門家との毎週のミーティングで明確にされてき
た。 

業務活動計画に従ってプ
ロジェクトが進捗する 

航海・機関両学部の海事教育訓練改善のための諸活動は、ほぼ計
画に沿って行われた。再訓練センター（MTC）の海事教育訓練改善
及び海事研究分野における諸活動は、当初計画よりも遅れて着手
された。後者の活動による成果はプロジェクト終了時までに達成され
る見込みである。 

モニタリング・評価が運営
委員会により行われる 

本計画実施に係るモニタリング及び評価は EC に報告され、その結
果は同委員会において検討された。このプロジェクト管理の方法は
R/D が示すところに沿ったものである。ただし検討内容の詳細は文
書の形では記録されていない。 

計画にしたがい予算（日本
側・ベトナム側）が配布さ
れる 

日本側の予算は予定に沿って執行された。プロジェクト実施のため
VIMARU が申請した予算に係るベトナム政府の承認はほぼ 1 年遅
れたが、その後の予算支出には遅延はなかった。 

プロジェクト活動が定期的
に広報される 

本計画の定期広報誌（ニューズレター）は、発行部数 300 部で、
2004 年 6 月までに合計 7 回刊行されている。配布先は、関係省庁
及び関係機関である。 

成果-2 VIMARU の航海学部における教育・訓練が、国際水準を満たす 
確認指標 結果 

すべての教育・訓練カリキ
ュラムがSTCW95 に即して
整備される 

STCW95 に従って、シラバスの一部改訂を2002 年 1 月から始めた。
その後 2002 年 7 月から対象科目について全面改訂に着手し、暫定
案を2003年 6 月に作成した。シラバス改訂の必要を認めない科目も
あった。改訂内容の見直しを行って 2004 年 2 月に最終改訂版を完
成した。新シラバスは 2002 年 10 月から試行ベースで適用され、
2003 年 10 月から全面的に適用し、その後現在に至っている。 

国際水準に即した訓練機
材、教材が計画どおり導
入され、活用される 

レーダ/ARPA シミュレータ、GMDSS シミュレータ、機関室シミュレー
タ等は予定どおりVIMARU 構内施設に設置され、上記のシラバス
に沿って海事教育訓練に使用され、現在に至っている。他の訓練
機器及び教材も同様である。 

成果-3 VIMARU の機関学部における教育・訓練が、国際水準を満たす 
確認指標 結果 

シミュレータの管理運営維
持を担当する教官及び職
員の員数 

シミュレータ訓練に従事する要員は、航海学部 8 名、機関学部 6 名
である。航海学部では、職員 3 人がシミュレータ管理、4 名が操作、
及び 3 名が保守に当っている。機関学部では、職員 3 人がシミュレ
ータ管理、3 名が操作、及び 2 名が保守に当っている。 

 

                                                      
12 TOR：Terms of Reference、業務指示書 
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成果-4  VIMARU の再訓練コースにおける教育・訓練が、国際水準を満たす 
確認指標 結果 
すべての教育・訓練カリキ
ュラムがSTCW95 に即して
整備される 

シラバスの改訂作業は当初二学部に集中し、その結果、MTC 再訓
練コース用のシラバスは、機関については 2004 年 3 月に至り完成し
た。航海については 2004 年 6 月に完成予定と言われる。 

再訓練コースを受講する
士官の数 

プロジェクト期間中の MTC における再訓練コース受講者 
航海部門：883 人 
機関部門：922 人 

シミュレータの管理運営維
持を担当する教官及び職
員の員数 

MTC におけるシミュレータ訓練は航海・機関両学部の教官が併任し
ている。各 6 人のインストラクターが MTC の航海コースと機関コース
を担当している。管理、操作及び保守のための職員数は両学部と同
じである。 

成果-5  VIMARU の研究活動が強化される 
確認指標 結果 

着手した研究件数が増加
する 

これまでに 3 回出版されている VIMARU の研究彙報によると、航
海・舶用機関分野での研究活動の件数は以下のように示される。 
彙報 No。1 (2003 年 11 月)： 8 件 
彙報 No。2 (2004 年 1 月)： 5 件 
彙報 No。3 (2004 年 4 月)： 7 件 

VIMARU の研究報告書
が海事学会等に提出され
る 

機関室シミュレータ支援教育訓練に関する研究論文、日本マリンエ
ンジニアリング学会、海技大学教授との共著 
越国海事教育訓練序論、アジア航海学会(ANC)、2003 年 9 月 
国際海事教官協会(IMLA)での発表、予定 

ワークショップ・セミナーの
開催数 

海事研究分野の短期専門家 （6 回）が派遣された時に毎回ワーク
ショップが開催された。また、両学部それぞれで毎年一回研究成果
の発表が行われている。さらに、両学部の各学科では年に二回研
究発表が行われている。 

成果-6 外国の海事学会等関連機関との交流が拡大される 
確認指標 結果 

国際的な海事学会等関
連機関と海事情報が交
換される 

トルコ海事訓練プロジェクトとの交流、2003 年 11 月 
IMLA 及び ANC に対する研究成果の発表、3 回 
英国航海学会（NI）及び国際海事大学協会 (IAMU) への加盟、
2004 年 4 月及び 5 月 

国際的な海事情報誌ま
たはインターネットのウエ
ブサイトに記事が掲載さ
れる 

機関室シミュレータ支援教育訓練に関する研究論文、日本マリンエ
ンジニアリング学会、海技大学教授との共著 
越国海事教育訓練序論、アジア航海学会(ANC)、2003 年 9 月 
国際海事教官協会(IMLA)での発表、予定 
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3.4 プロジェクト目標 

ベトナム海事大学（VIMARU）において、教育課程と再訓練コースを受講し、国際水準を満た
す航海士・機関士が育成される 

 
確認指標 結果 
再訓練コースを受講し、
一種または二種の資格
を有する航海士の数が
2004 年までに 800 人に
達する 

2004 年 6 月現在、プロジェクト期間中の MTC 航海部門における延べ
受講者数： 883 人 

再訓練コースを受講し、
一種または二種の資格
を有する機関士の数が
2004 年までに 580 人に
達する   

2004 年 6 月現在、プロジェクト期間中の MTC 機関部門における延べ
受講者数： 922 人 

外航海運業界に就職し
たVIMARU 卒業生の人
数が増加する 

外航船就職者数 
航海学部 Bachelor コース： 
 98 人(2002 年)、111 人(2003 年)、118 人(2004 年、推定) 
同 Diploma コース： 
 57 人(2002 年)、78 人(2003 年)、103 人(2004 年、推定) 
機関学部 Bachelor コース： 
 60 人(2002 年)、80 人(2003 年)、107 人(2004 年、推定) 
同 Diploma コース： 
 45 人(2002 年)、66 人(2003 年)、87 人(2004 年、推定) 

改善された教育訓練を
受講した航海学部の学
生数がプロジェクト期間
中に 600 人に達する 

プロジェクト期間中に改善された海事教育訓練を受講できた航海学部
学生数：647 人 

改善された教育訓練を
受講した機関学部の学
生数がプロジェクト期間
中に 540 人に達する 

プロジェクト期間中に改善された海事教育訓練を受講できた機関学部
学生数：550 人 

改善された教育訓練を
受講した他の学部にお
けるプロジェクト期間中
の学生数 

プロジェクト期間中に改善された海事教育訓練を受講できた舶用電気
学部及び舶用電子通信学部学生数：497 人 
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第4章 評価結果 

4.1 妥当性 

本計画の妥当性は高い。関連国家政策の目標並びにプロジェクト実施機関及び直接裨益者
のニーズに沿って、本計画が実施されてきたことが確認された。ホーチミン市運輸大学が 2001
年に独立して以降、VIMARU と同様に、同大学も上級海技資格に係る海事教育訓練を提供
することとなった。これは、本計画の裨益者が海事教育を受ける上で、別の選択肢を与えられ
たことを意味している。しかしながら、海事セクターの高等教育機関として、なお VIMARU が
主要な役割を果たしているので、同校を本計画の実施機関としてきたことは妥当と見なすこと
ができる。 

4.1.1 国家政策に対する本計画の上位目標とプロジェクト目標の関連性 

増大する海上輸送に対処するため、長年にわたり、ベトナム政府は同国船籍の内航・外航船
隊を開発する必要性があること留意してきた。そのような開発需要に対応して、ベトナム商船フ
リート開発計画（2003 年～2010 年）が策定された。その戦略骨子と優先事項は、2003 年 11 月
4 日付の首相令 No.1195/QD-TTg 中で要約・確認されている。 

4.1.2 プロジェクト実施機関のニーズ 

1976 年の設立以来、国際条約 STCW78/95 が求める要件の実施と船員教育における国際標
準（international standards） の達成は、一貫して VIMARU の組織的課題であった。本計画が
2000 年から2001 年にかけて設計された際に、本課題を実現する上で、VIMARU の組織機能
を改善する必要性が認められている。なお、海事セクターの人材開発に優先を置く上記の戦
略の下で、近年になって VIMARU はまた入学生数の急増に直面するに至っている。 

4.1.3 裨益者のニーズ 

本計画の直接的な裨益者は1 等及び 2 等海技資格を目指す学生と再訓練を受ける現職船員
であると考えられる。現在、1 等及び 2 等海技資格に係る教育訓練は、VIMARU と
HCMUT13(ホーチミン市交通大学、2001 年設立、前身は VIMARU のホーチミン分校)によっ
て行われている。他に海技学校が二つあり、ここでは 3 等及び 4 等海技資格に係る教育訓練
が行われている。1 等または 2 等海技資格取得を目指す者に対し、VIMARU は上級資格船
員の主たる供給源としての長年の実績があり、また教育資源と設備が充実していることから、
第一志望校の地位を保っている。 

裨益者が海技資格を求める理由は船会社で雇用機会を得ることにある。2003 年の航海学部
Bachelor（学士）コースの卒業生の内、82%が外航船会社に、また12%が内航船会社に就職し
た。同じく機関学部では、 67%が外航船会社に、また 12%が内航船会社に就職した。同様な
傾向は Diploma（短大）コースでも見られる。VIMARU 卒業生の大多数は、外航または内航い
ずれかの船会社に雇用機会を見出すことができる状況にあると言える。 

4.1.4 受益国に対する日本の ODA 方針との整合性 

人的資源の開発は、JICA が実施するベトナムへの政府開発援助の中でも優先度が高い分野
の 1 つである。本計画は同国の代表的な海事教育機関の組織機能の改善に向けられおり、
計画内容・実施成果とも、ガイドラインの方針によく合致する。 

4.2 有効性 

本計画の有効性はやや高いと言える。国際標準のレベルにまで卒業生と再訓練船員の資質
を高めることを目指してプロジェクト目標は設定されている。プロジェクト文書では明確な定義

                                                      
13 HCMUT：Ho Chi Minh City University of Transport、ホーチミン市交通大学 
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が与えられていないものの、国際標準の意味するところは、対象となる海技資格者が国際また
は地域国間の船員市場で十分に競合し得る能力水準を指すのであって、STCW95 の要件よ
り広くかつ高度であることは明らかである。そのような能力の一つに含まれる英語について言う
と、卒業生の英語能力は、もっと強化する必要がある。本計画の有効性が条件抜きで高いと
言えないのは、プロジェクト目標が部分的に未達成であることによる。 

なお、プロジェクト目標は、達成基準を特定できるように、より明確な形で記述されるべきであ
ったと考えられる。プロジェクト目標が不明確であったために、本計画に投入すべく計画された
種々の人的物的資源が制限された恐れがある。学生および再訓練船員の英語能力強化のた
めのコンポーネントが、日本側とベトナム側いずれによる投入であるべきかを問わず、本計画
には含まれていないことがその一例である。 

4.2.1 プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の達成は妥当なレベルにある。2004 年 6 月現在、指標値は全て満たされて
いるが、これら個別的な事項の達成は、プロジェクト目標の達成を裏付けるものではない。これ
は、プロジェクト目標が与えられた指標値では測れない状態を指し示しているためである。
VIMARU は、条約 STCW78/95 の要件を満たす卒業生と再訓練受講生を送り出すことができ
るようになった。 しかしながら、ベトナム海運業界を代表する船会社とのインタビュー結果によ
ると、卒業生が国際標準を満たすと結論することはまだ難しい。 

4.2.2 プロジェクト目標達成に係る各成果の寄与 

本計画の目標はベトナムの代表的海事教育機関の組織能力を改善することに向けられている。
プロジェクト成果 6 事項の内、3 事項は航海学部、機関学部、MTC 再訓練コースの強化と直
接関連している。これらの成果を醸成するプロセスを通して、VIMARU の教育システム（履修
のプランニング、シラバス、教育手法及び教育支援設備）は相当に改善された。また、研究活
動及び国外海事機関との交流に係る他の 2 つの成果を得る過程で、関与した教官は、海事
教育能力を開発する上で様々な機会に触れることができた。 

4.3 効率性 

本計画の効率性は高い。投入はほぼ計画どおりに行われ、また投入内容には品質上の欠陥
は認められない。種々の投入資源の内、相当部分が機関室シミュレータ、レーダ/ARPA シミュ
レータの他、教育用機材の調達に充当された（ミニッツ付属資料 4 参照)。以上の機材の調達
に要した経費が高額であったことから、調達金額が妥当なものであったか明確にする上で、以
下のような費用便益に係る分析が一助になると考えられる。 

「あり得べき費用負担」の推定 

条約 STCW95 は、500GT 以上の船舶の船長及び一等航海士の海技資格等について、 レー
ダ/ARPA シミュレータによる訓練履修及び能力証明を条件としている。もしシミュレータが利用
可能でないとすると、VIMARUは、VINIC またはシミュレータを装備する地域国の海事教育機
関に学生を派遣しなければならないこととなる。 しかしながら、VINIC は現職船員の再訓練・
資格取得を目的としているので、学生の受け入れには限界がある。地域国の海事教育機関も
同様な状況にあると考えられるが、仮に国外の機関が VIMARU の学生を受け入れることがで
きたとしても、VIMARU は最小でも概算年 20 万ドルの旅費を負担する必要に迫られる。これ
に加えて、シミュレータ使用料金の支払いも負担することとなる。このような「あり得べき費用負
担」の大きさに比べると、本シミュレータの購入金額は妥当な範囲にあると判断することができ
る。 

全体事業費とプロジェクト便益の推定 

簡易な経済分析によっても妥当性を見出すことができる。本計画のために日本とベトナムが投
入した全体事業費は約 480 万ドルと推計できる。ベトナム船籍外航船で働くベトナム国籍の 1
等航海士以上の海技資格者と同等資格の外国人船員（雇用することが必要な事態になったと
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して）の給料を比較すると、1,400 ドル/月の差があると推定できる。そのような上級クラスのベト
ナム人船員の新規登録は 2000 年で 215 名であった。仮にこの労働力の新規加入を維持でき
ないか、または将来に向かって増加できない(本計画が実施されず、レーダ/ARPA シミュレー
タ等によるSTCW95 訓練体制が整備されないと現実にあり得る)とすると、ベトナム国民経済は
最大で毎年 360 万ドルを損失しかねない事態を招く可能性がある。以上は、本計画による資
源投入の有無により生じる便益の差が事業費をよく越えることを示している。極めて雑駁な経
済分析ではあるが、機材調達金額の大きさがどの程度のものであるか判断するには、何らか
の手法により、背景に潜む経済活動の規模を知る必要があると考えられる。 

4.3.1 投入の達成状況 

日本側： 日本側の投入は予定時期内に実行された。長期・短期専門家派遣の他に、シミュレ
ータ、計 427 巻の IMO モデルコース図書及び他の海事参考図書、視聴覚機器と言った教育
支援機材が、VIMARU の教育環境の必要性を満たし改善するために供与された。 

ベトナム側： プロジェクト・カウンターパートは計画どおりに配属された。機器設置のための室
内改修工事費用及びプロジェクト運営経費は、プロジェクト期間 3 年をカバーする見返り資金
により、全てベトナム政府が負担した。 

4.3.2 成果の達成状況 

各成果の達成状況は、概ね高いと評価される。一部に「やや高い」と評価されたところもある。
「やや高い」と評価されたのは、成果-1 の「業務活動計画に従ってプロジェクトが進捗する」と
「モニタリング・評価が運営委員会により行われる」、成果-4 の「すべての教育・訓練カリキュラ
ムが STCW95 に即して整備される」であった。以上を除く他の成果は全て高いと評価される。 

4.3.3 投入を成果に変換する際の効率性 

投入はほぼ計画どおりに行われ、また投入内容には品質上の欠陥は認められなかった。投入
は全て、それぞれの成果を達成する上で、プロジェクト活動に必要な資源を与えることを可能
とした。一方、成果のほとんどは、達成状況が高いと評価されるので、投入は効率的に成果に
転化されたと判断できる。 

4.3.4 投入計画の妥当性 

その程度は異なるが、投入は全て、プロジェクト目標を達成する上で寄与していると見られる。
プロジェクト目標に対し、無駄な投入または無関係であった投入はなかった。さらに、成果生
成の過程と同様に、投入資源を活用する過程そのものがカウンターパートに自らの能力開発
を行う良い機会を与え得たと言える。 

4.4 インパクト 

現時点における本計画のインパクトはやや小さい。プロジェクトの経過期間が不十分なために、
種々の側面におけるインパクトは眼に見える程度にはまだ生じていない。現下の船員需要が
あれば、上位目標を達成することは十分に可能と考えられる。ただし、VIMARU には国際標
準に見合うレベルまで教育を強化するためさらなる努力が求められる。 

4.4.1 上位目標達成に係るプロジェクト設計及び外部条件の妥当性 

国際的船会社及びベトナム国内船会社における外航船の船員に対する需要が上位目標達
成のための外部条件の一つである。ベトナム商船フリート開発計画（2003 年～2010 年）では、
2003 年の首相令によって確認されているとおり、船員の増強が強く求められている。この状況
下にあって、本計画が支援する 2 学部の入学者数が最近増加していることで示されるように、
VIMARU の卒業生に対する需要は、ここ数年の間に相当増大すると考えられる。 
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4.4.2 上位目標達成とプロジェクト実施機関の位置付け 

上級海技資格者を供給する見地から、VIMARU は上位目標を達成するために十分に寄与し
得る立場にあるか、検討が必要である。VIMARU は、ベトナムにおける高等海事教育機関と
して位置づけられており、HCMCUT が同じく1 等及び 2 等海技資格の教育訓練を提供する
大学として独立した後も、上級海事職志望者にとってなお第一に選択すべき大学の地位を保
っている。上位目標を達成する上で十分に寄与し得る位置にあると言える。 

4.4.3 実施期間とプロジェクトサイクル管理 

プロジェクト実施期間は 3 年で、一方学生の在学期間は最短でも3 年余である。この違いがプ
ロジェクトサイクル管理にどのような影響を与えるか検討する。本計画は 2001 年 10 月に始まり、
2004 年 9 月に終わる。2001/2002 年度の入学者は、Diploma コースの場合 2005 年 2 月に、
Bachelor コースの場合 2006 年 8 月に卒業することとなる。いずれの場合も、その在学期間は
本計画の実施期間よりも長い。しかし、本計画は各学年に対して同時に教育環境を改善して
きたので、計画期間が在学期間に重ならなくとも、同時期の入学者に与える便益の大きさには
変わりない。計画終了後の入学者に対しても同じことが言える。ただし、新たに備えられた教
育環境を全在学期間享受できる学生がはじめて生じるのは、Bachelor コースの場合、2006 年
8 月となる点は留意すべきである。 

4.4.4 上位目標達成のために必要な他の条件 

国際標準を満たし得る1 等及び 2 等海技資格者を増やすためには、外航船会社の採用基準
を満たすレベルまで、英語能力と行動素行面の教育を強化することが VIMARU に求められ
る。 

4.4.5 政治、組織、技術または経済面におけるインパクト 

まだ十分な時を経過していないので、インパクトを特定することは困難であった。しかしながら、
技術面のインパクトとして、専門家による技術移転の過程において、本計画による影響が何点
か見受けられた。 

(1) 航海部門 

一例として、レーダ/ARPA シミュレータの 1 基を利用した操船シミュレータの自作が挙げら
れる。この再組立ては専門家の主導によって行われたが、カウンターパート数名が全工程
に関与しており、利用可能な手持ちの資源を活用して何ができるかつぶさに学ぶことがで
きた。あるカウンターパートは海図プロッター(これも汎用 PC と商業ソフトから自作された)
をシステムに組み込むに際し、インターフェース・ドライバー用のソフトウエア開発に従事し
たが、これもインパクトの一つと言える。" 

(2) 機関部門 

同様な事例は機関学部でも見受けられた。専門家の助言により機関工作室の一つに天
井走行クレーンが設けられ、それまで未使用の大型舶用主機関のシリンダーを抜き出す
ことができるようになり、その結果大型の実機を用いるオーバーホール訓練が可能となっ
た。以上は、手近の資源をどう生かすかカウンターパートに示したもう一つの事例と言え
る。 

4.5 自立発展性 

本計画による便益の持続可能性は見込み得る。プロジェクト終了後、近い将来の範囲内では、
相当高い程度で便益を維持し得ると考えられる。しかしながら、より長期間について見ると、特
に組織面および財務面で、年を経るにつれて、持続可能性は減少し得ると考えるべきである。
仮にシミュレータ担当の熟練教官が他の教官に技術移転を行うことなく船上勤務に移動する
ようなことがあれば、シミュレータの人的資源は相当に減少する。また、シミュレータの重大故
障に対応可能な予算措置がなされないと、プロジェクトの便益が即座に減少する結果を招き
かねない。現時点でもこれらのリスクは眼に見えており、VIMARU がよく準備するならば、防止
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することは可能である。 

4.5.1 組織体制面 

(1) 学生の急増 

船員増強に優先を置く2003 年の首相令の下にあって、VIMARU は、近年に至り入学者
数の急速な増加に直面している。この新しい局面は二つの意味を持つように考えられる。
一つには、VIMARU は授業料収入を増加させることができ、これは財務の安定につなが
る。今一つは、教育の質を低下させないためには、同校は教官陣の水準を維持しなけれ
ばならないと言うことである。水準維持の難しさは、近い将来どの程度入学者がさらに増え
るかで左右されることになる。 

(2) 教官の確保 

十分な数の有能な教官を保持し得るか否かは、組織体制面の自立発展性を左右する要
因の一つとなる。VIMARU における教官定員数は、運輸省（MOT）のガイドラインによっ
て、学生数にリンクしている。2 学部教官定員数の30%から40%が副業のための乗船勤務
で常時不在となっても、現状では教育訓練に深刻な問題を起こしていないと言われる。し
かしながら、近年の学生増加に今後も対応できるか疑問の余地がある。 

VIMARU は教官を評価するために能力確認に係る手続きを取ってきている。同校では、
毎年教官全員を評価するために、学長指揮の下に教官査定委員会が設けられている。ま
た、上級教官を決めるために、運輸省により上級教官査定委員会が設置される予定があ
るとも言われる。さらに教授、助教授等より高いタイトルのために、教育訓練省(MOET)に
より教授査定委員会が設置される計画もある。 

(3) 学部と再訓練センターに対する管理能力 

VIMARU は教育機関として長い歴史を持っている。学部やセンターの日常的な運営に
は不足な点は見受けられなかった。本計画を実施する中で、組織能力強化の一環として、
学科毎に作成された講義と実習の時間割を調整する手順が専門家により指導された。こ
の手順は、"planning before acting"と呼ばれ、毎日の講義と実習を実施する上で効果的
であると、関係教官によりその真価が認められた。 

4.5.2 財務面 

(1) 教育・研究活動のための予算措置 

VIMARU の教育・研究に割り当てられる国家予算は毎年不足している。予算額を増やす
ことは極めて困難と言われる。 

(2) 政府予算以外の補填財源 

VIMARU は、このような予算不足を解消するために、長年の間、船会社、船員斡旋を行う
合弁企業及びコンサルタント業等の営利部門を自営してきている。これらの企業は政府の
許可の下で営業され毎年一定の収益を上げており、国家予算に加えて同校の歳入確保
に寄与している。他の財源として、学外の企業等からの支援と寄付があり、これらも歳入を
高める上で貢献している。 

4.5.3 技術面 

(1) 副業を必要とする教官が多い理由 

副業を必要とする教官が VIMARU に多い理由は以下のとおり説明されている。 

• 現職の航海士または機関士として、資格に見合って能力を向上させる必要がある 

• 講義内容改善に役立つ現場の知見・経験をアップデートする機会を得る 

• 収入を高める機会を別に得ることで、教官としてのキャリアに専念できる 
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(2) 必要かつ時機を得た海事教育活動の開発能力 

海事教育活動の開発能力の判り易い例の一つとして、シミュレータ用のシナリオを開発す
る能力がある。シナリオを開発する必要があるシミュレータとして、レーダ/ARPA シミュレー
タが挙げられる。本シミュレータに現在配属されているカウンターパートは、新しいシナリ
オを設計し、これらをシステムで適切に運用することができると報告されている。 

4.6 評価分析の結論 

プロジェクト目標はある程度達成された。全面的に達成された訳ではないと評価する理由は、
英語力等の国際標準を満たす観点から見ると、卒業生の資質を高める教育体制がまだ整っ
ていないと判断されるためである。国際標準を満たす卒業生を送り出すには、関連分野の体
制を強化する必要がなお残っている。ただし以上は、投入に見合った成果が出ていないと言
う意味ではない。投入内容から期待できる成果が出ていることは、計画の効率性の検討で既
に確認されている。国際標準に言う資質面での到達を除けば、本計画は所定の目標を達成し
ていると言えよう。むしろ、相当に制限されたプロジェクト期間の内で、海事教育訓練の改善に
向けた種々の努力を通じて、本計画は VIMARU に相当なレベルで貢献し得たことを強調す
る必要がある。現在 VIMARU 構内には本計画による便益が種々の形で存在している。例え
ば、改訂シラバス、新規の教科書と教材、シミュレータ支援による海事教育訓練体制、カウンタ
ーパートの能力向上等、本計画が貢献したところが多々見られる。これらはいずれも今や
VIMARU の貴重な資産となっていることは評価すべきである。 

4.7 促進要因と阻害要因の分析 

4.7.1 促進要因 

実施期間が 3 年間と相当に制限された中で、本計画が所定の成果を挙げ得た理由は、設計
面と実施プロセス面とを問わず、以下のようにいくつかあると考えられる。 

(1) 船員需要 

有資格船員に対する需要がベトナムでは一貫して変わっていない。ベトナム国内船会社
が求めるそのような需要は、上級クラスの船員養成機関である VIMARU に対して、近年
の入学生数の急増となって現れている。同校が有資格の卒業生を輩出することは、国民
経済上の所要条件とでも言うべき状況にあり、その状況は長期間変わっていない。 

(2) 実施機関のオーナシップ 

そのような中で、本計画下の様々な投入と活動が必要であったことについて、強弱は見ら
れるがベトナム側は的確に認識していたと考えられる。これは運営経費の負担やカウンタ
ーパートの配置等の対応が積極的であったことによく反映されている。このように実施機
関のオーナシップが十分に確立できたことは、本計画の実施が支障なく促進できた理由
の一つであった。 

(3) 国内関係機関の協力 

本邦の国土交通省及び海事教育機関による数多くの協力を得て、特にカウンターパート
研修事業を実効あるものとすることができた。また、VIMARU の教官が教育研究分野の
情報を得る上でも寄与があった。 

4.7.2 阻害要因 

(1) 設計の具体性 

国際標準の資質を持つ卒業生を送り出すことが一貫して VIMARU の組織目標であった
ことは間違いない。本計画では、達成基準を特定できるように、より明確な形でプロジェク
ト目標を記述するべきであった。目標達成を目指す上で本計画には、諸活動からプロジ
ェクト目標に至る目的系図に欠落している経路があった。その一つが英語能力強化のた
めのコンポーネントである。目標の記述が明確ではないために、この部分のコンポーネン
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トが欠落していても検証できない状況が続いたと言える。 

本計画の活動はカウンターパートが主役となる活動と学部教官全体が行う活動から構成
されている。履修科目の範囲で言うと、前者に係るプロジェクト活動は一部の科目が対象
となるが、後者であれば全部の科目が対象になる。その違いが良く認識されないと、技術
支援の対象が曖昧になる。例えば、活動 5 の海事研究と活動 6 の学術交流は、カウンタ
ーパートか学部全体か、誰を相手にすべきであったか判断が難しい。 

(2) 活動の軽重の認識 

43 項目に及ぶ活動に対し計画が求める軽重にばらつきが有った。このようなばらつきは、
他のプロジェクトでも見られることではあるが、本計画の場合は、活動 2、3、4（航海・機関
学部及び再訓練コースの教育訓練改善）に課せられた重みが他の活動に比べ特段に多
かったように見受けられる。例えば、シラバス改訂作業の経緯は、計画上では単なる 1 項
目に過ぎない活動が、実のところいかに時間を要する作業であったかを示している。また、
SWCT95のWhite Paper に掲載されることで海事教育訓練の体制が整ったことが保障され
る訳では無いこと、実際には内実を整える作業こそが必要とされかつ優先すべき分野で
あったこと等も本計画の実施を通して判明した。以上は業務に携わった長期専門家が明
らかにしたところである。このような活動の軽重をあらかじめ計画設計に反映できていれば、
改訂作業の一部に見られた遅延は生じなかったと考えられる。 
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第5章 提言と教訓 

5.1 結論 

3 年間と設定されたプロジェクト期間はかなり厳しい時間的制約を課しており、若干の投入の
遅れがあったものの、プロジェクト専門家とVIMARU 学長以下のカウンターパートは、精力的
に活動し、プロジェクトの成果を上げてきている。改訂シラバスや教科書の新規編集、教育方
法のリフレッシュ、シミュレータ支援による海事教育訓練の体制の構築、カウンターパートの能
力向上は、プロジェクト期間内に達成されたものとして、双方で確認された。航海学部、機関
学部、訓練センターという３部門については、革新的な指導技術のソフトとハードが導入されて
成果をだしており、また日本側の指導を自主的に取り入れるなど工夫が見られる。航海学部の
シミュレータ装置の設置においては、ベトナム側における工夫が施されており、 機関部にお
いてもカットモデルの政策を独自に工夫したり、過去使われていなかった中古船舶ディーゼル
エンジン室にオーバーヘッドクレーンを設置して実習に使えるように工夫していた。 

一方、自立発展性の観点から本プロジェクトを真に定着させるためには、VIMARU が優秀な
教官を再生産するシステムを作り上げる必要がある。また、投入したシミュレータを活用した海
事教育訓練の質も維持するため、①海事教育訓練の計画策定と実施体制の改善、②シミュレ
ータ訓練に要する技術・知識の向上やシミュレータ施設に関する将来計画等、③シミュレータ
訓練に関する財務的な持続可能性を検討する必要がある。 

5.2 提言 

(1) 優秀な教官の再生産のための業務要件定義 

本プロジェクトにより移転された機材・技術の継続的な活用を確保するには、以下の 3 点
が必要である。 

① 機材の保守・管理・改良等、 

② 知識・技術を身に着けた C/P の確保と向上、 

③ 向上した海事教育のシステム化と第 3 者認証（NV/NK ISO9000） 

VIMARU において優秀な教官を再生産し教育の質を確保するために、オペレーター、イ
ンストラクター、シニア・インストラクター、スーパーバイザーといった業務用件を定義させる。
これらの各階層の教官を評価する段階的評価システムを確立するため、日本人専門家が
プロジェクト終了までに VIMARU 教官の業務要件定義の作成を支援し、カウンターパー
トの段階的評価システムを作成することが臨まれる。以下に、カウンターパート教官の段階
的な能力開発プラン（案）を示す。 

1) 準備 

• 教育訓練に必要な各機器類に対する＜各教官の知識とスキルの達成度評価シ
ステム＞と、それに対応した＜待遇評価システム＞を確立する。 

• そのために、達成度の評価を担当する組織（仮称：? 学部教官達成度評価委員
会）を立ち上げる。 
構成員の例（航海学部、機関学部のそれぞれに対して）： 

1/副学長１名 2/学部長 3/いくつかの機器に対して「インストラクタレベル」以上
のレベルにある教員の代表者数名 

• 委員会において、それぞれの機器に対し、各レベルの教官が最低何名必要か
検討する。 

• スコアシート（星取り表）の各機器のウエイトを決める。 

• ウエイトの大きさは固定せず、各機器が安定して運用できるようにつねに見直す。
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具体的には、各レベル（オペレーター、インストラクター、シニア・インストラクター、
スーパーバイザー）に達した教官の人数の少ない機器はウエイトを上げ、反対に
多い機器については下げるなど、委員会における話し合いにより柔軟に対応す
る。 

2) 「オペレーター」、「インストラクター」、「シニア・インストラクター」、「スーパーバイザ
ー」のイメージ 

A. オペレーター 
【レベル】 

• 当該機器に関連する分野に対して基本的な知識を有し、通常の操作がで
きる。 

• 「インストラクター」あるいはそれより上位レベルにある教官の指導のもとに、
学生に操作方法を示すことができる。 

【タスク】 

• 当該機器を使用した実習の補助者を務める。 

B. インストラクター 
【レベル】 

• 当該機器に関連する分野に対して十分な知識を有し、指導方法がマニュア
ル化された実習のにおいて、学生に機器の特性、操作を説明できる。 

【タスク】 

• 当該機器を使用した実習の責任者を務める。 

• 実際問題として、各教官は最低限「インストラクター」レベル以上を目指すべ
きである。 

• 「オペレーター」の育成を担当する。 

• 当該機器が未経験な教官に対して操作レベルの知識とスキルを与える。 

C. シニア・インストラクター 
【レベル】 

• 当該機器を用いた新たな実習テーマを考案するなど、機器の利用拡大を
計画することができる。 

【タスク】 

• ・「インストラクター」の育成を担当する。 

•  「オペレーター」レベルの教官に対して、実習の責任者を務めることができ
る「インストラクター」レベルの知識とスキルを与える。 

D. スーパーバイザー 
【レベル】 

• 当該機器に関連する分野に対して幅広い知識を持つとともに、他の機器を
使用する実習とのバランスも考慮して、学部の実習全体を構築するために
必要な知識を有する。 

【タスク】 

• 「シニア・インストラクター」の育成を担当する。 

• 「インストラクター」レベルの教官に対して、「シニア・インストラクター」となる
ために必要な知識とスキルを与える。 
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3) 評価 
「? 学部教官達成度評価委員会」から、学部の教官会議等を通じて各教官の達成度
を周知する。 

註：レベルアップした教官に対し、その実績に対して直ちに給与等で反映することは
困難である。そこで当該教官のやる気の維持向上のために、他の教官に知らせること
により、当該教官が評価されていることを示す。 

4) スコアシート（星取り表）の応用について 
Facilities の部分をSubjects に変えることにより、各学部で開設されている授業科目に
ついても同様の評価が可能となる。その結果、カウンターパートとなっていない教官
についてもVIMARU の教育に貢献できる機会を提供することができる。 

註：Facilities のみを評価の対象とすると、カウンターパートとなっていない教官から不
満が出る可能性があるため。 

(2) 将来計画の自立的な実現に不可欠なキーパーソンの育成 

VIMARU のみならず、ベトナムの高等教育機関すべて共通なのかもしれないが、教育・
研究を担う教員が非常勤講師の集団であり、教授・助教授の階層も、また、研究室も与え
られない教員システムとなっている。本プロジェクトで知識・技術を移転した C/P も非常勤
講師であり、その身分と担当は流動的であり、権限もほとんど無い。C/P の自発的な高等
海事教育の向上を望むことは不可能であり、本プロジェクトにより移転した技術・知識も
C/P の移動に伴い消えかねないと判断される。前述した教員システム（Full-time Lecture
の確保）の構築は提案のひとつであるが、VIMARU の高等海事教育の核となる人材の育
成が、自立発展性をより確実にすると考える。 

そのためには、VIMARU 海事教育・研究のキーパーソンの育成支援が必要であり、具体
的な支援項目として VIMARU 教員の長期留学(博士号取得)支援（航海・機関各 1 名の
計 2 名程度）が適切な対応であると考える。 

(3) ベトナム国高等海事教育の自主的向上計画（将来像）の立案 

VIMARU は、具体的な将来計画として、シミュレータセンターと Institute of Marine 
Science and Technology の設置等を提示したが、それぞれの機関の目的と役割、物的・人
的構成等の具体的な内容についての検討は実施されておらず、示されなかった。これら
のセンターのみならず、VIMARU の高等海事教育機関としての自主的向上計画（将来
像）を、実現可能な年次計画を含めて、検討・作成する必要がある。そのためには、以下
の 3 点などが必要である。 

① 高等海事教育機関としての将来像の検討・作成支援、 

② 高等海事教育を担う教員システム（Full-time Lecture の確保）の構築支援、 

③ 高等海事教育機関としての海事研究の推進支援 

(4) 英語によるコミュニケーション能力の向上 

近い将来の目標として、英語能力を評価する尺度として国際的に認知されている
「TOEIC」あるいは「TOEFL」に関して、ある程度以上のスコアを獲得することを卒業要件と
する。 

第 1 段階：まず教官に受験を促し、受験した教官に対して試験のスコアに応じた評価を与
える。(註：受験した教官に対して給与等で評価を与えることは難しいので、教官会議など
で「受験した教官名、高いスコアを獲得した教官名等」を周知する。) 

第 2 段階：あるレベル以上のスコアを持つ教官が一定数得られた時点で、学生にも受験さ
せる。ベトナムにおいて、上記試験の受験料は経済的に負担になると推察されるため、機
器の維持管理費と同様、大学としての予算措置が必要であると考えられる。 

以上 2 段階での実施方法を示したが、より多くのベトナム船員が国際市場で活躍の場を
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見つけるための手段として、学生が受験するという段階にできるだけ早く移行することが望
まれる。 

(5) 海事教育と免許制度のあり方について 

我が国では、海事に関する教育（大学）および訓練（航海訓練所）と免許に関わる試験の
実施（国土交通省）は明確に分離されている。 

ベトナムではそのような制度は導入されておらず、VIMARU 自体が免許に関わる試験に
ついてもかなり大きな役割を果たしている。一方、今後ベトナム船員が増加することが予
想されるが、免許の質を維持あるいはさらに向上して国際的に高い評価を得るために以
下のような方策が考えられる。 

1) 交通運輸省の管理下で国内統一の試験を実施する。 
合格者数等に関して、ホーチミン交通大学をはじめとする他の海事系教育機関と競
争的環境下に置かれることになる。その結果、必然的に海技免許の質の維持向上を
図ることができる。 

2) 海技免許に関わる試験問題の公開 
海技免許に関わる試験問題を公開することにより、試験問題の信頼性を保証する。 

(6) 研究活動に関する環境改善 

執行部、教官（特に若手教官)ともに研究活動に対する熱意は高い。具体的には、海外の
大学への派遣を強く望んでいるが、一般の教官には個室がなく、研究活動遂行という観
点からはかなり劣悪な環境にあるといえる。 

 現実問題として全員に個室を与えることは実現性が低い、そこで第一段階として、
VIMARU 側に対し、学部ごとに職員室のような大部屋を用意して、それらをパーティショ
ンで区切ることによって教官が大学に常駐できる環境をつくることを提言する。 

 また少数の教官を海外派遣する場合、教官間に競争原理を導入するという効果がある。
その反面、VIMARU に専門家を派遣して、多くのカウンターパート教官が指導を受ける
場合と比較すると、投入されたコストの観点からは必ずしも効率が高いとはいえない。大
学にとって教育と研究のバランスが重要であることは議論の余地がないところである。しか
しながら、VIMARU のような発展途上にある大学では、どちらかといえば｢研究｣よりも｢教
育｣に重点を置くという考え方が適切であろう。 

一方、VIMARU に導入された機関室シミュレータはパソコンベースのものである。仮に、
ある程度の時間にわたって設置されている20 台以上のパソコンの使用が可能であれば、
教官の研究用に併用することも考えられる。例えば統計処理、プログラム言語等に代表さ
れるような幅広く研究活動に利用できるソフトを組み込むことにより、研究環境の基盤を提
供することができる。 
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5.3 技術移転の現状とフォローアップの必要性 

自立的な「ベトナム国高等海事教育の向上」を目指した技術移転の視点から、3 年間の本プロ
ジェクト終了時点の現状を捉え、将来にむけてのフォローアップ必要性について述べる。 

(1) 本プロジェクト終了時点の現状とフォローアップの必要性 

本プロジェクト終了時点の現状をイメ
ージしたものを右中図に示す。3 章に
記すように、テキスト等の教材、シミュ
レータ等の実習・訓練装置などの十
分な物的資源が効果的に投入され、
人的資源である C/P への技術移転も
効果的に実施され、3 年前よりも確実
に向上している。しかし、教員システム
等の資源活用システムに相当する事
業が当初計画に盛り込まれなかったこ
ともあり、物的・人的資源を活用・再生
産するシステムが十分に育成・構築さ
れていない。 

今後のフォローアップがなければ、下
図に示すように、人的資源も散逸し、
物的資源のみが残り、移転した技術
の維持すら危ういものとなることが予
測される。 

物的資源ではなく、人的資源と資源
活用システムに着目したフォローアッ
プをすることにより、次頁に示すように、
物的資源、人的資源と資源活用シス
テムがバランスよく育成された、自立
発展性の確保された技術移転となると
考える。 

 
 

(2) フォローアップの前提：自立発展への意欲と
技術力 

本プロジェクト終了後のフォローアップ
の必要性を述べたが、フォローアップ
を行う前提条件として、技術協力対象
者(機関)における「自立発展への意欲
と技術力」の存在がある。フォローアッ
プすることの意義を支える自立発展へ
の意欲、フォローアップを受容できる
技術力について、本プロジェクトの成
果に基づいて検証する。 

1) 自立発展への意欲 
VIMARU との終了評価に関する
Meeting において、次記３項目に
関する質問を行い、後掲する書
面回答を得た。 
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① 海事教育訓練システムの水準の証明法（第 3 者認証） 

② シミュレータ等の高価な教育訓練資材の維持管理法（経費面を含む） 

③ インストラクター等の教員の確保・向上システム 
①については、2004 年末までに NK の ISO9001 取得申請する予定であること、②に
ついては、経費面と技術面ともに自主的に対応すること、③については、設立したシ
ミュレーション・センターのインストラクターは常勤講師とする予定であることなど、実現
を目指した詳細な計画ではないが、どの項目についても、自立的に向上、発展させ
る意欲を示していると捉えることができた。 

2) 自立発展への技術力 
フォローアップを受容できる技術力を有するかどうかの視点から、後掲するシミュレー
タ等の導入された施設・機材の活用と海事教育・研究などの活動状況に基づいて、
検討する。 

導入された施設・機材の活用現状:航海分野における導入された施設・機材は、現在、
十分に活用されており、C/P の技術力もシミュレータのシナリオ作成が可能な状況に
も達しており、特筆すべきは、短期・長期専門家の指導により、視界再現付レーダー
ARPA シミュレータを操船シミュレータに自主改良したことである。機関分野において
も、同様に、効果的に活用されており、特に、電気回路実習装置、分割模型装置、ポ
ンプ分解組立実習装置、主機関整備実習装置などは、長期専門家の指導により、自
主製作したものであることは C/P を含めた技術力の高さを示すものである。 

海事研究の状況:海事研究関連の活動として、2 冊の研究誌が発行され、一部の C/P
は海事分野の日本の学会誌、国際学会に投稿している。研究史の内容は他紙掲載
論文のベトナム語への翻訳等が多く、未熟であるが、研究室が無いこと、研究の方法
論を学んでいないことを勘案すれば、自立発展における海事研究の重要性は認識さ
れており、海事研究指導を受容できる技術はあるものと考える。 

以上より、フォローアップを支える自立発展への意欲、フォローアップを受容できる技
術力、共に、存在するものと判断される。 

3) フォローアップの目標：高等海事教育機関としての将来像 
フォローアップの必要性とそれを受容する能力が認められたとしても、本プロジェクト
のゴールでもある、フォローアップすることで到達する海事教育機関としての将来像
を設定しなければ、自立ではなく、依存体質のプロジェクトとなってしまう。 

海事教育訓練機関としての VIMARU が、将来像としてイメージする高等海事教育
を実施している機関として、後掲するノルウェーのベストフォード・カレッジとポーラン
ドのシュチェチン海事大学の例を、紹介する。両大学とも各国を代表する海事高等
教育機関であり、実務面な海事教育を重視し、教育・訓練向きの施設・機材も充実し
ており、海事研究を重視している日本の海事教育機関よりも、ベトナムの海運と船員
行政等の情勢に適合するものと考える。この両大学の海事教育システムを将来像と
して描き、物的・人的資源の自主的な充実をも含む、自立的な向上・発展の計画を
立案し、フォローアップ及びプロジェクトのゴールとすべきと考える。 

5.4 今後の対応 

PCM 手法によるプロジェクト設計は、基本的には問題解決型のアプローチを取る。目的志向
型ではない。問題認識が援助者と被援助者の間で共有されないままに、プロジェクトを開始す
ると、事業に対する被援助者のオーナシップが実体として成立せず、一方的な援助で終わり
かねない。そのような事例は、特に援助が集中する国に（経済協力だけではなく技術協力に
も）見られる。幸い本計画の場合は、4-7 で検討したように、現状では、実施機関のオーナシッ
プは十分に確立していると見られる。ただし、フォローアップを行う場合の新たな投入について
は別で、投入に伴う費用負担を妥当化するために新たな問題認識が必要となる。 
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ベトナム国内では商船フリートの年々の増強が順風となり、今のところ船員需要が強く、海事
教育機関の卒業生や海技資格者が国内の船会社に雇用先を見つける分には困難なところは
ない。VMARU も、入学生数や卒業生の就職先について、大学経営が先細りになるような問
題に直面していない。そのようなことから、現下の教育体制や海技資格試験のありようについ
て、VIMARU は深刻な問題意識は持っていないように見受けられる。 

したがい、海事教育訓練の質を維持・向上する必要性、具体的には現在検討されている教官
再生産の制度化等の必要性について彼我で認識を共有するには、一連の事前手続きが不可
欠と思われる。換言すると、学内制度の改善に係るこのような援助側の意見が VIMARU ひい
ては MOT に対して説得力を持つには、現状の問題認識を整理することから始める必要があ
る。 

学外関係機関： 例えば、MOT、海運当局、船会社をまじえたワークショップを行うと、
VINAMARINE や VOSCO からは、卒業生の資質について辛口の批
評が多々出ると予想できる（この批評は裏返せば本計画のプロジェク
ト目標になる。本計画の有効性が高いと言えない事情はここに存在す
る）。卒業生の資質がまだ低いとするベトナムの学外関係機関の問題
認識は極めて明確である。 

JICA 評価調査団： 副業で乗船勤務に就くため教官が随時交代勤務となる現状にあり、
最近の学生数増加が今後も続くと、交代勤務の結果として教官数の
不足が生じる科目では、教育の質が低下する恐れがある。また本計
画により新規導入された教育機材（特にシミュレータ類）の扱いに習
練を積む教官が他の教官に技術移転を行うことなく乗船勤務等で欠
員となることによっても教育の質が低下する。さらに、高額機器の保守
維持費用の負担に VIMARU の言質が得られていない。基本的には、
プロジェクト目標の部分的未達成に加えて、以上の三点がプロジェク
ト終了時以降の問題と考える。 

実施機関： VIMARU の問題意識は、実のところ、最も判然としない。学生数増加
に伴う教官不足の可能性については、1:25 ガイドラインによる教官定
員数の自動増で対応可能である、施設不足に陥る事態になれば、増
設予算が配布されないと学生数の増加を受け入れない、と言ったこ
れまでの回答から考えると、将来への備えはできているように見受け
られる。しかしながら、高額機器の保守維持費用の負担が可能である
かは、明言されていない。また、プロジェクト目標の部分的未達成に
ついても、例えば、英語能力向上のために履修課程を強化し能力検
定制度を整える等の確約はなされていない。 

現時点では、以上のように、VIMARU、学外関係機関及び JICA には、それぞれ異なった側
面に重点を置いて問題認識が所在する。これらを教官再生産の制度化等の有効な打開策に
つなげるには、関係機関の現状認識が一致する必要がある。そのためには、JICA、VIMARU
に加え、MOT、海運当局、船会社をまじえたワークショップを開き、本計画の評価結果を伝え
ると共に、今後必要な活動を特定することを目的に、再度問題分析を行うべきと考える。結局
のところ、これが PCM 手法の求めるサイクル管理でもある。 
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